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世界最大手の自動車プレス部品メーカーGestamp Automoción 社への出資参画 

 

 

三井物産株式会社（本社：東京都千代田区、社長：安永竜夫、以下「三井物産」）は、世界最

大手の自動車プレス部品メーカーであるスペイン Gestamp Automoción 社（以下「GA 社」）に、

出資参画することに合意致しました。三井物産の支払額は 416 百万ユーロ（約 470 億円）で、

株式売買契約書の締結及び関連許認可等の条件を充足後、GA 社創業家持株会社である

ACEK Desarrollo y Gestión Industrial 社(以下「ACEK 社」)との間で新設する特別目的会社

Gestamp 2020 社を通じ、間接的に GA 社株式の 12.525%を取得します。尚、最終的な三井物

産の支払額は、今後の GA 社の業績に応じて調整されます。 

 

GA 社は 1997 年の創業以来、主に欧米系自動車メーカー向けに自動車ボディ及びシャシ等

の構造部品に代表されるプレス部品の製造・販売を手掛けています。自動車メーカーのグロ

ーバル展開に合わせて事業成長し、全世界の製造拠点は 20 か国 101 か所（含む計画中）、

研究・開発拠点は 12 か所を有し、2015 年の売上高/EBITDA では自動車向けプレス部品分

野で世界最大級となっています。また、自動車メーカーに幅広く採用されているホットスタンピ

ングにおいては世界最高水準の技術を持ち、高い環境性能（自動車の軽量化による低燃費

化）や安全性の実現に貢献しています。 

 

三井物産は、「モビリティ」を攻め筋と位置づけ、2013 年の GA 社の米州（米国、メキシコ、ブラ

ジル、アルゼンチン）事業会社群への参画以来、同社との連携を強化して来ましたが、今回

GA 社本体に出資参画をすることで、米州のみならず全世界ベースでの自動車メーカーのニ

ーズを捕捉し、高機能素材市場の成長を取り込むことが可能となります。 また、三井物産が

長年に渡り築き上げてきた自動車鋼材供給サービス機能を通じ培った知見や顧客基盤、更に

は異なる素材を扱う営業本部間での連携による相乗効果を発揮することで、GA 社の収益基

盤を強化し、三井物産及び GA 社の企業価値の向上を目指します。 
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【GA 社概要】 

会社名 Gestamp Automoción, S.A.（GA 社） 

設立 1997 年 

本店所在地 スペイン マドリッド 

資本構成  

(買収前)  

ACEK 社等 Gestamp グループ 100% 

(買収後） 

Gestamp 2020 社 50.1%*、ACEK 社等 Gestamp グループ 49.9% 
*三井物産は Gestamp 2020 社の株式を 25%取得することにより 

GA 社株式の 12.525%を間接保有 

出資実行時期 2017 年 3 月期中（予定） 

代表者の役職・名前 
Francisco José Riberas Mera, President and CEO 

（フランシスコ・ホセ・リベラス･メラ President and CEO） 

事業概要 
自動車部品メーカー（欧州、米州、アジア等の全世界 101 拠点に

て展開。ボディ、シャシ他製造） 

売上高/EBITDA 7,035 百万/760 百万ユーロ（2015 年実績） 

総資産 5,746 百万ユーロ（2015 年 12 月期） 

従業員数 約 33,000 人 

 

【出資スキーム図】 

 

 

 



3 
 

 

 

 

 

自動車の軽量化を通じ、地球環境にも貢献    GA 社が製造する自動車部品サンプル 

する GA 社のホットスタンピング技術      

 

本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

           IR 部    TEL：03(3285)7910 

           広報部   TEL：03(3285)7566 

 

ご注意： 

本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報を踏ま

えた仮定、予期及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を内包するもの

です。かかるリスク、不確実性及びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況またはキャッシュ・フロー

が、こうした将来に関する記述とは大きく異なる可能性があります。こうしたリスク、不確実性その他の要素には、当

社の最新の有価証券報告書、四半期報告書等の記載も含まれ、当社は、将来に関する記述のアップデートや修正

を公表する義務を一切負うものではありません。また、本発表資料は、上記事実の発表を目的として作成されたも

のであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為を目的として作成されたものではありませ

ん。 

 

 


